研修出張様式５


研修報告書

	所　　属　　南山苑　　　　　　　　　職　種　社会福祉士　　　　氏　名　　乙﨑　義幸

	期　　間　　平成　26年　9月　30日　～　平成　26年　9月　30日

	出張目的　介護サービス情報の公表制度「１０の研修テーマ」に係る研修会へ参加するため

	出 張 先　ウェディングプラザアラスカ

	研修に関する考察、研修要旨


＜要旨＞

第一部　講義・演習

テーマ：高齢者虐待防止の理解と職員の役割

講　師：弘前医療福祉大学　救急救命学科　教授　大和田　猛　氏

　本講義は「高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律」の説明から、施設における虐待が認められた件数、裁判が判断した「福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利・利益」、施設の今後の課題と職員の対応方法という構成だった。

１、高齢者虐待の防止、高齢者の養護者に対する支援等に関する法律（以下、高齢者虐待防止法）

高齢者虐待防止法では、①介護者によってなされる身体的暴力（身体的虐待）、②介護者によってなされる心理的暴力であって、要介護高齢者の精神に苦痛を与えるもの（心理的虐待）、③介護者による要介護高齢者のための食事作り、入浴や排泄の介助、必要な治療を受けさせることなどをはじめ、介護に関わるあらゆる基本的な日常生活上の世話の放棄、拒否、怠慢など（放任、介護放棄＜ネグレクト＞）、④要介護高齢者の金品の搾取（経済的虐待）、⑤要介護高齢者への性的暴力や性的いたずら（性的虐待）を高齢者虐待の定義としている。

また、上記のように定義しているが、広い意味での高齢者虐待を「高齢者が他者から不適切な扱いにより、権利利益を侵害される状態や、生命・健康・生活が損なわれる状態に置かれること」と捉えている。

２、平成23年度における養介護施設従事者等による虐待と対応（厚生労働省）

1） 施設・事業所の種別（虐待の事実が認められた62件の内訳

	特別養護老人ホーム
	老人保健施設
	介護療養型医療施設
	認知症グループホーム
	有料老人ホーム
	経費老人ホーム
	養護老人ホーム
	短期入所施設
	訪問介護、訪問入浴
	老人デイサービス

	27.4％
	14.5％
	3.2％
	30.6％
	11.3％
	0.0％
	1.6％
	6.5％
	1.6％
	3.2％


２）被虐待高齢者の性別

	男性
	女性

	21.0％
	79.0％


３）被虐待高齢者の年齢

	65歳未満
	65～69歳
	70～79歳
	80～89歳
	90歳以上

	4.0％
	17.0％
	34.0％
	39.0％
	6.0％


４）虐待を行なった養介護施設従事者等の職種

	介護職員
	看護職員
	管理者
	施設長
	開設者

	84.1％
	4.3％
	8.7％
	0.0％
	2.9％


５）被虐待高齢者の要介護度

	自立
	要支援1
	要支援2
	要介護1
	要介護2
	要介護3
	要介護4
	要介護5

	1.0％
	0.0％
	2.0％
	2.0％
	11.0％
	24.0％
	37.0％
	23.0％


３、福祉・介護サービスを受ける高齢者の権利・利益（法務省）

1） 生命・身体の安全が守られる権利

2） プライバシーが尊重される権利

3） 適切な介護を受ける権利

4） 財産が守られる権利

5） 意見・質問・苦情を表明する権利

6） わかりやすい情報提供と説明を受ける権利

7） 良質なケアサービスを受ける権利

8） 自尊心が保証され、尊厳が守られる権利

9） 心身ともに快適な環境で生活する権利

１０）虐待及び拘束からの自由の権利

これらの権利が尊重される必要がある。また、利用者・家族はこれらの権利が守られるという「期待権」を持ってサービスを利用している。これに対して施設側は、ア）安全配慮義務、イ）危機回避義務、ウ）危険予見義務、エ）不快回避義務、オ）尊厳保持義務が課せられる。これらの5つの義務を持って良質かつ適切なサービスを提供するという「業務遂行義務」が生じる。また、①社会的責任、②道義的責任、③法律上の責任、④契約上の責任、⑤刑事（民事）責任、⑥専門職責任も生じることとしている。

４、高齢者虐待防止に取り組むべき施設の今後の課題

1） 施設職員の倫理綱領の作成と行動規範の導入

2） 職員の人権意識啓発のための研修

3） 利用者に対する虐待発見時の通報・通知義務の徹底

4） アドボカシーについての理論的、実践的研修

5） 高齢者虐待に関する定義や内容の研修

6） 職場内のスーパービジョン体制の整備

7） 事例を通した高齢者との関わり方や方法の研修

8） 行動障害をもつ高齢者との関わり方や援助関係技術の研修

５、利用者・家族に快適な思いをさせるための言葉遣い（心理的・言語的虐待を防ぐために）

1） 説得や理屈の通った議論をしない

2） 否定や非難をしない

3） おどしや警告をしてはならない

4） 一般化してはいけない

5） 命令形は依頼型で表現する

6） 否定形は肯定形で表現する

第二部　説明

テーマ：日常生活自立支援事業（地域福祉権利擁護事業）と成年後見制度について

講　師：社会福祉法人　青森県社会福祉協議会　生活支援課　相談支援係　小坂　幹子　氏

　第二部は日常生活自立支援事業と成年後見制度の概要・両者の違い等の説明を行なっている。

	
	日常生活自立支援事業

（福祉サービス権利擁護事業）
	成年後見制度

	所管庁
	厚生労働省
	法務省

	法律
	社会福祉法
	・民法

・任意後見契約に関する法律

	内容
	福祉サービスの利用援助とそれに付随した日常的な金銭管理等の援助
	財産管理や身上監護に関する契約等の法律行為全般

	対象者
	認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等

※判断能力が不十分なために、福祉サービスの利用や日常的な金銭管理等に不安を抱えている方。
	認知症高齢者、知的障がい者、精神障がい者等

	判断能力
	・契約の内容について判断し得る能力を有していること。

・本人に「利用したい」という希望意思が必要

※利用者本人との契約によるため、判断能力の喪失により契約が終了。
	＜任意後見＞

判断能力が十分状況にある者

※本人の判断能力が低下した時点で任意後見監督人が選任され、任意後見が開始する。

	
	
	＜補助＞

精神上の障害により事理を弁識する能力が不十分な者

	
	
	＜補佐＞

精神上の障害により事理を弁識する能力が著しく不十分な者


	
	
	＜後見＞

精神上の障害により事理を弁識する能力に欠く状況にある者

	能力判定
	・専門員

　契約締結判定ガイドラインに基づき判断

・契約締結審査会

　判断能力に疑義がある場合
	・医師による鑑定

※ただし、補助開始及び任意後見監督人選任の審判は医師の診断書でも可能

・家庭裁判所

	申立権者等
	本人、家族、関係機関からの相談
	本人、配偶者、四親等内の親族、検察官、任意後見受任者、任意後見人、任意後見監督人、市町村長

	援助者
	・専門員

・生活支援員
	・任意後見人、保佐人、補助人、成年後見人

※成年後見では、複数後見や法人後見が認められている。

	援助者の供給組織、実施主体
	・都道府県社会福祉協議会

・区市町村社会福祉協議会
	弁護士会、司法書士会、社会福祉士会、親族、個人、行政等

	援助方法
	・支援計画に基づく支援

　生活支援員による定期的な訪問

金融機関や役所での手続きや支払い
	・財産管理

・身上監護

	援助の範囲
	・福祉サービス利用、または利用を止めるための手続き

・福祉サービスの利用料を支払う手続き

・日常的金銭管理

年金や福祉手当の受領に必要な手続き、医療費や公共料金等を支払う手続き

・書類等預かりサービス

保管できる物：預貯金通帳、実印・銀行印、年金証、不動産登記済証、保険証書、運転免許証、旅券及び船員手帳
	・本人への情報提供や助言等の支援

・入院や治療等に関する契約締結、支払い等

・福祉施設やサービス利用に関する契約締結、費用の支払い、処遇の監視

	費用負担
	・福祉サービスの利用援助や日常的金銭管理に伴う利用料

　1回、1時間程度、1,500円

　※生活保護受給者は無料

・貸金庫利用料　月額500円
	・報酬

　成年後見人等が家庭裁判所に申し立て、家庭裁判所は本人の資力等を総合的に判断し、報酬を決定する

・後見等事務処理費用

　本人の財産から支弁

	指導監督機関
	・青森県社会福祉協議会

・青森県運営適正化委員会
	・家庭裁判所

・監督人（後見監督人、任意後見監督人）

	問合せ先
	・青森県社会福祉協議会

・各市町村社会福祉協議会
	・所管の家庭裁判所

・各市町村の高齢者福祉、障がい者福祉担当窓口

・地域包括支援センター


＜所感・考察＞

　高齢者虐待で最も多いと言われているのは身体的虐待だが、それは虐待と認められた件数によって算出されているだけであり、実際には心理的虐待やネグレクトも同等に多い虐待であると講義内容で話されていた。身体的虐待は目に見える虐待であり、記録としても残されるもので、表面化しやすい虐待である。しかし、心理的虐待やネグレクトは記録に残らないものが多く、表面化しにくいため軽視されやすい。現実として多くの施設で利用者をあだ名や「君・ちゃん」付けで呼ぶような事例が報告されている。その名前で呼ばれ、たとえ本人が笑顔になっていたとしても、その場面を見た家族はどのように感じるだろうか。長らく人生を生きてきた先輩に対して失礼な言動であり、このような軽率な言動も心理的虐待の対象となり、訴訟を起こす場合は「侮辱罪」や「名誉毀損」として訴えることができる。実際に虐待と捉えられる事例はほんの一部であり、虐待に発展しうる不適切なケアは多々あると感じた。ハインリッヒの法則からも同様のことが言える。1つの重大な事故の背景には、29の軽い事故、さらにその背景には300のヒヤリ・ハットが存在する。要旨2の表にある通り、平成23年度では62件の虐待事実が認められていることから、虐待と捉えられなかった不適切なケアの実態数は計り知れないと感じた。また、認められた件数は62件だったが、実際にはそれ以上に虐待のケースが存在する可能性がある。割合としても施設職員の割合が高いことから、日々の支援に携わる我々が一つ一つのケアに気を配らなければ、将来的に虐待に繋がる可能性がありうると感じた。虐待を発見した場合、通報義務があり、通報をした従業者等は通報をしたことを理由に解雇などの不当な取り扱いを受けないことと高齢者虐待防止法に規定されている。どの時点で「虐待」と判断するのかは要旨1の内容と、要旨3の権利が侵害された時点で判断することが求められる。日本人は角を立つ行動を好まず、周りに合わせる風潮の中生活しており、虐待が潜在化されている環境では中々通報までに至らないことが多い。しかし、専門職としての立場や、利用者・家族の気持ちを考えると虐待はあってはならないことである。虐待に発展せず、適切なケアを行なうためにも要旨5のように、即座に実践できることを確実に行なっていくことが重要と感じた。

　第二部は日常生活自立支援事業と成年後見制度の説明であった。日常生活自立支援事業は社会福祉協議会で実施しているサービスであることは以前から理解しており、成年後見制度に関しても概要は理解していた。サービスの内容に違いがあり、日常生活自立支援事業は成年後見制度を補完するような役割を担っている。故に、日常生活自立支援事業を利用している最中、利用者が判断能力を失った後は、成年後見制度へスムーズに移行するような措置が必要と感じた。どちらのサービス・制度も実際に利用している人は極わずかで、まだまだ氷山の一角と言われている。必要と思われる方に対して適切な援助をするためにも、関連機関との十分に連携していくことがこれから求められると感じた。
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